
データヘルス計画書（健保組合共通様式） 

【参考事例】 

計画策定日：平成  年  月  日 

最終更新日：平成  年  月  日 

 

＊データヘルス計画書（健保組合共通様式）【参考事例】は、健康保険組合の皆様にデータヘルス計画の策定における手順を具体的にイメージしてもらい、計画策定

を円滑に進めていただくためのものです。これらの計画書を参考にする際には、以下の点についてご留意ください。 
 

（１）事例は、それぞれの健康保険組合の形態や規模、加入者の属性のみでなく、これまで実施してきた取組等を踏まえて作成されていることから、特定の事例の記載内容を一律に模倣 

  するのではなく、各健康保険組合の実情に応じた独自のデータヘルス計画を策定すること 

（２）計画の策定に係る基本的な考え方についての理解を深めるために、｢データヘルス計画の作成の手引き｣等についても併せて参考にすること 

（３）事例はすべての健康保険組合に先行して作成しているため、項目の記載時点は、入力用ツールに記載されている時点とは異なる場合があるが、計画書に記載すべき各記載項目の 

  時点については、「データヘルス計画書（健保組合共通様式）に関する記載要領」等に則って入力すること 

（４）成果（アウトカム）目標および事業量（アウトプット）目標ならびに事業目的の設定については、事例を参考としながら可能なかぎり自組合で評価可能な客観的な指標を用いること 



20081 - フジクラ健康保険組合

組合コード

組合名称

形態 非常勤

被保険者数 （平成26年度3月末 注）

　* 特例退職被保険者を除く。

特例退職被保険者数

加入者数（平成26年度3月末 注） 12,514名

適用事業所数

対象となる拠点数

保険料率（平成26年度 注）*調整を含む。

全体 被保険者 被扶養者

特定健康診査実施率（平成25年度） 84.0% 98.0% 56.0%

特定保健指導実施率（平成25年度） 46.1% 46.6% 0.0%

9,000

9,000

7,000

130,640

100

65,000

1,868

222,608

3,835,000

5.80

　（注）記載要領参照

a/b×100 （%）

小計　…a

1,520

経常支出合計（千円）　…b　

20081

5,923名

男性82.4%（平均年齢43.3歳）*

女性17.6%（平均年齢41.8歳）*

0名

フジクラ健康保険組合

単一

25ヵ所

95‰

22ヵ所

特定保健指導事業費

保健指導宣伝費

疾病予防費

体育奨励費

直営保養所費

特定健康診査事業費

その他

1,520

1,182

22,056

17

常勤

健康保険組合と事業主側の医療専門職

（平成27年3月末見込み）

保

健

事

業

費

予算額（千円）

(平成26年度 注)

被保険者一人当たり金額

（円）

37,584

0

健保組合

315

10,974

14産業医

事業主

0

0顧問医

1

6

保健師等 0

保健師等 0

STEP１-１ 基本情報 「全健保組合共通様式」 
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0～4 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 

(千人) 

男性（被保険者） 男性（被扶養者） 女性（被保険者） 女性（被扶養者） 

フジクラグループ22事業所が加入する単一健保である。 

事業主は2014年1月にフジクラグループ健康経営宣言を制定し、社員の健康を重要な経営資源の一つであると捉えている。 

被保険者の年齢構成においては、40才以上の割合が全体の60%を越えており、かつ男性の割合が80%を越えている事から、生活習慣病罹患のリスクが高まっている。 
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20081 - フジクラ健康保険組合

8,1 9,1 10,3 13,8 21,0 22,1 23,1 24,0 26 40

資格
対象

事業所
性別 対象者

特

定

健

康

診

査

事

業

1 特定健診実施 生活習慣病の早期発見
被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74 全員 9,000 4

特

定

保

健

指

導

事

業

3 特定保健指導
繰り返し指導対象者への個別対応

未実施者への受診勧奨

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準

該当

者

9,000 2

4 ホームページ運営 判りやすく、タイムリーな情報発信
被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1,500 4

7 医療費通知 医療日の見える化 被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 1,000 5

7
ジェネリック医薬品

の使用促進
医療費削減

被保険者

被扶養者
全て 男女 15 ～ 74

基準

該当

者

10,000 4

1
定期健康診断時

の追加検査
各種がん検査等を実施、早期発見 被保険者 全て 男女 18 ～ 74

基準

該当

者

72,216 4

1 主婦健診

受診率向上のため、健診会場を設定し、集団

健診実施とウェルネス・コミュニケーションズ契約

医療機関での受診を選択可能

被扶養者 全て 女性 30 ～ 74 全員 52,800 3

1
人間ドック、脳ドッ

ク

疾患の早期発見のため、受診機関のリスト化、

費用補助

被保険者

被扶養者
全て 男女 30 ～ 74 全員 500 1

1 前期高齢者対策 任意継続者への健康診断受診勧奨
被保険者

被扶養者
全て 男女 60 ～ 74

基準

該当

者

5,124 1

3
重症化防止プログ

ラム

高リスク疾病罹患者に対する、重症化を予防す

るプログラムの実施
被保険者 全て 男女 18 ～ 74

基準

該当

者

0 1

4 キャンペーンコール
疾病への知識不足によるリスクの理解不足を教

育
被保険者 全て 男女 18 ～ 74

基準

該当

者

0 4

4 節酒プログラム
お酒と楽しく付き合い、末永く飲み続けられる習

慣の獲得
被保険者 全て 男女 20 ～ 74

基準

該当

者

0 1

疾

病

予

防

保

健

指

導

宣

伝

昨年度実施率72%→目標80%
集団健診、医療機関での受診が選

択出来る
健診の必要に対する意識の低さ

H25年度　74名実施

被保険者健診、主婦健診は項目

充実させているため、人間ドック受診

者は少ない

周知、啓蒙不足

年度内には健康増進プログラム

（CROSサイト）にても表示予定
直接配付なので、必ず確認出来る

通知を廃却してしまうと、累積金額

等が判らない

500円/月以上の効果が見込まれ

る対象者へ直接通知（今年度よ

り実施）

- -

健診の必要に対する意識の低さ

胃部レントゲン、大腸がん健診、ピ

ロリ菌、胸部ヘリカルCT、前立腺、

CRP炎症、腹部超音波、眼底検

査、婦人科

- 健診の必要に対する意識の低さ

個人に寄り添った指導、励まし、見

守り

周囲（即場や家族）とのコンタクト

不足

直接介入による自分事化 不在時のコールバックに手間が必要

グループディスカッションのため、仲間

意識醸成による相乗効果

禁酒しなければならないのではとの

勘違いでプログラム参加拒否者が

多かった

健保組合の取組

予算

科目

注1)

事業

分類

事業名 事業の目的および概要

今年度から実施（220名予定）

対象者抽出中

対象者抽出中

対象者抽出中

振り返り

指導対象者率　24.9%→

23.0%に低下

随時お知らせアップ

フジクラグループの健康経営宣言を

受け、組合員の意識向上が進んで

来ている

注2)

評価年齢

対象者
事業費

(千円)

集団検診のため、実施率が高い

社内イントラ新着利用によるタイム

リーな周知

被保険者はほぼ全員実施。被扶

養者の健診率が70%台

実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

効果が出にくい対象者のモチベー

ション継続

PC環境の未整備対象者の存在

健診項目の充実。集団検診の実

施。受診出来る健診機関の多さ

で、受診率を確保

被扶養者の健診受診率。受診に

よるメリットの周知不足

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 
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20081 - フジクラ健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

4 歩数イベント
活動量UPのため、健康増進プログラム参加者

の歩数イベント完歩賞の協賛
被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 900 3

体

育

奨

励

直

営

保

養

所

7 保養所の運営

直営保養所の利用率UPと

提携保養所におけるウエルネスプログラム利用推

奨

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～

（上

限な

し）

全員 6,500 1

そ

の
他 4

生活習慣病予防

指導

健保連主催の「介護・健康教室」への参加推

進

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1,600 1

(

予

算

措

置

な

し

)

無関心層へのアプローチ不足

疾

病

予

防

直営保養所ならではの企画不足

職場チーム戦導入による競争効果

H25年度　5,124名が利用

参加者が低迷中

フジクラ社員対象　7月～8月実施

2,234名参加

イベント期間中平均歩数の増加

2,000歩/日

イントラ、ホームページ、職場配付チ

ラシなどでの利用勧奨

社内イントラ、健保ホームページによ

る周知
PC環境の未整備対象者の存在
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20081 - フジクラ健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

従業員の健康管理 被保険者 男女 18 ～ 74 有

定期健康診断時にチェック、カウンセリング体制

の提供、フォロー
被保険者 男女 18 ～ 74 無

赴任時、帰着時に加え、定期健康診断の実

施、保健指導、就労管理
被保険者 男女 18 ～ 74 無

健康情報の一元管理による疾病予防、健康増

進活動の推進
被保険者 男女 18 ～ 74 有

ロコモティブシンドローム予防 被保険者 男女 18 ～ 74 無

現状把握→骨量（骨密度）の見える化

→改善活動の推進
被保険者 男女 18 ～ 74 無

業務遂行障害の定量測定（年1回） 被保険者 男女 18 ～ 74 無

モデル職場で実施→対象職場の拡大 被保険者 男女 18 ～ 74 無

内臓脂肪レベルの見える化

→改善活動の推進
被保険者 男女 18 ～ 74 無

喫煙所の環境整備（受動喫煙防止）

禁煙プログラムの推奨
被保険者 男女 20 ～ 74 有

職場におけるエクササイズ環境導入検証

社員食堂のヘルシーメニュー化
被保険者 男女 18 ～ 74 無

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１：３９％以下　　２：４０％以上　　３：６０％以上　　４：８０％以上　　５：１００％以上

職場環境改善 今年度から検討開始 社員食堂の改善未着手

隠れ肥満撲滅

事業所内設置の体組成計測定結果分析

の結果、若年層からの対象者の多さに驚い

た

健康増進プログラムの浸透 効果的改善プログラムの模索

禁煙
フジクラ本社の屋内喫煙所撤廃からスタート

した

プレゼンティーズム測定 昨年度からスタート 繰り返しの実施勧奨 値の低い職場へのアプローチ方法の確立

職場活性化プログラム
職場ごとに活性度向上効果に違いが有り、

これからその違いについての分析予定

身体測定会
今年度からスタート

実施方法から検証開始

職場単位での測定スケジュール設定によ

る、測定実施の効率化

骨太プロジェクト（骨量増加）
事業所内設置の体組成計測定結果分析

の結果、20代女性の骨量が低い事が判明
健康増進プログラムの浸透 効果的改善プログラムの模索

海外赴任者健康管理 定期健診実施状況の調査から開始
定期健康診断結果を踏まえた保健指導実

施体制の構築

健康増進プログラム H25年度からスタート（参加率90%超）
健康経営方針に則りスタートしたため、高

参加率を達成
フジクラ以外の事業所への展開

メンタルチェック 定期健康診断時に同時実施 定期健診時に実施のため、実施率は高い 職場単位でのフォロー体制の確立

課題及び阻害要因

振り返り

成功・推進要因実施状況・時期

集団検診のため、実施率は高い
再検査未実施者等のフォローアップ方法の

確立
健康診断・歯科健診

各事業所毎の集団検診実施（受診率

99%）

事業主の取組

事業名 事業の目的および概要
共同

実施資格 性別 年齢

対象者
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20081 - フジクラ健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

これまでの主な保健事業は、健康診断時の特定健診・特定保健指導に加え悪性新生物検査等の実施を行い、早期発見に努めている。しかしながら、今後ますます健保財政を圧迫する医療費は慢性

疾患に依るものと予測される事から、慢性疾患予防にフォーカスした保健事業が必要と考える。 

そこで、H25年度に株式会社フジクラと共同して、健康診断結果から従業員のリスクを層別し、各リスク層に応じ効果的と考えられる保健事業をスタートした。高リスク層抽出のロジックは、フジクラと広島大

学との共同研究で構築中（事業費は現在は株式会社フジクラが負担）。 
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20081 - フジクラ健康保険組合

STEP１-３ (①レセプト（コスト）分析の概要) 
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20081 - フジクラ健康保険組合

STEP１-４ (②健診（リスク）分析の概要) 
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20081 - フジクラ健康保険組合

STEP１-５ (②健診（リスク）分析の概要)  
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20081 - フジクラ健康保険組合

STEP１-６ (③リスクの階層化別施策の実施結果) 
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20081 - フジクラ健康保険組合

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

STEP２ 健康課題の抽出 「全健保組合共通様式」 
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20081 - フジクラ健康保険組合

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

STEP２ 健康課題の抽出 「全健保組合共通様式」 

特徴 対策検討時に留意すべき点 

基
本
情
報 

保
健
事
業
の
実
施
状
況 

単一健保である。 

母体事業主は健康経営宣言を制定。社員の健康を重要な経営資

源と捉えており、コラボヘルス体制を確立済み。 

被保険者の年齢構成は、40才以上の割合が全体の60%を越えて

いる。 

母胎事業主被保険者に対する、リスク階層化別施策を実施し、各

階層において効果が確認出来た。 

但し、連続保健指導対象者や、保健指導未実施者もまだ存在す

る。 

被保険者へのアプローチは、コラボヘルス体制も有り比較的容易ではあるが、被扶養

者へのアプローチは十分では無い。効率的なアプローチのチャンネルを早急に確立す

る。 

全階層へのアプローチにより、将来的な上位リスク層への移行を抑制する事を目指す。 
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20081 - フジクラ健康保険組合

資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム

9,0 9,0 9,0 9,0 9,0 9,0 9,1 10,0 7 11 16

そ

の

他

7
既

存
職場環境整備

受動喫煙防止対策、喫煙所の撤廃

社員食堂のメニュー改善

ワークサイズの導入、社内運動施設の整備

被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 2
事業所毎優先順位を付けて実

施
新たなテーマを見つけ実施 同左

喫煙所の撤廃

食堂メニューのヘルシー化

ワークサイズオフィス導入

-

13,0 13,0 13,0 13,2 15,0 15,0 15,0 15,0

4
既

存

健康増進プログラムの活

用

組合員の健康情報を一元管理し、その結

果を元に個人毎個別化された情報を発信

し、継続した健康増進活動をサポートする

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 3 母体企業全事業所への展開

被扶養者（配偶者）への

展開
全組合員への展開 全組合員の加入、活用

平均健康スコアの５ptアップ

（H26年度比）

4
既

存
メンタルヘルスケア

セルフケアが出来るプログラムの提供

カウンセリングの充実、職場活性化ワーク

ショップの実施拡大

被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 2 全事業所への展開 継続 継続
全事業所で職場活性化ワー

クショップ実施

職場活性度の平均向上値

0.2ポイント

18,0 18,0 18,0 18,11 29,0 29,0 29,0 29,0

3
既

存
重症化防止プログラム

予防可能で、発症すると、高額医療費がか

かる疾患を透析と緊急入院に設定（高リス

ク層）し、透析移行者、緊急入院者を出さ

ないためのプログラムを実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準

対象

者

3

各事業所毎、定期健康診断結

果分析→対象者特定→プログラ

ム実施

継続 継続 特定対象者全員が実施

重症化防止率100%かつ

高リスク層人数H26年度比

40%減

4
既

存

不整脈・心雑音キャン

ペーンコール

発症した際、QOLが低下する疾病として、

不整脈・心雑音所見有者（中リスク層）に

対し、リスクを理解し、不測の事態に備える

知識を提供する

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準

対象

者

3

各事業所毎、定期健康診断結

果分析→対象者特定→プログラ

ム実施

継続 継続 特定対象者全員へ実施
医療機関への受診率

100%

4
既

存

その他中リスク層キャン

ペーンコール

このまま行くと高リスク層入りする可能性があ

る上記以外の対象者（中リスク層）に対

し、リスクを理解させ、高リスク層への移行を

防止、或いは中リスク層からの脱却を指導

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準

対象

者

3

各事業所毎、定期健康診断結

果分析→対象者特定→プログラ

ム実施

リスク対象者を見直して継

続
継続 特定対象者全員へ実施

中リスク層人数H26年度比

40%減

3
既

存
特定保健指導

対象者の確実な指導受診を事業主と協業

し、実施

指導終了後のリバウンド防止のため、見守り

を継続する（健康増進プログラムの活用）

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準

対象

者

1

各事業所毎、定期健康診断結

果分析→対象者特定→プログラ

ム実施

継続 継続 特定対象者全員へ実施
指導終了3ヶ月後の内臓脂

肪レベルリバウンド率0%

4
既

存
かくれ肥満撲滅

BMIが25未満にも係わらす、内層脂肪レベ

ルが10を越える対象者（低リスク層）に対

し、ダイエットプログラムを提供（健康増進プ

ログラムの活用）

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準

対象

者

3
対象者に対しダイエットプログラム

（3ヶ月）実施
継続 継続 特定対象者全員へ実施

H26年度比で対象者40%

減

4
既

存
節酒プログラム

飲酒習慣により、肝機能（γ-GTP）値が

高い対象者（低リスク層）に対し、長く楽し

くお酒を飲み続けるためのプログラムを実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 20 ～ 74

基準

対象

者

3
各事業所毎、対象者に対し節酒

プログラム（2ヶ月）実施
継続 継続 特定対象者全員へ実施 対象者ゼロ

4
既

存
禁煙

職場での喫煙所撤廃活動と共に、禁煙サ

ポートプログラムを提供

被保険者

被扶養者
全て 男女 20 ～ 74

基準

対象

者

3
各事業所毎、喫煙所撤廃の時

期に合わせ実施
継続 継続 特定対象者全員へ実施 喫煙率10%未満

3
既

存

喘息、アレルギー対処プ

ログラム

喘息、アレルギー患者（低リスク層）に対

し、適切な対処方法を指導

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74

基準

対象

者

3

各事業所毎、定期健康診断結

果分析→対象者特定→プログラ

ム実施

継続 継続 特定対象者全員へ実施
症状改善自覚率　80%以

上

4
既

存

骨太プロジェクト（骨量

増加）

骨量が低い若年女性（低リスク層）に対

し、骨量増加プログラムを実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準

対象

者

3
対象者に対し骨太プログラム

（食事、運動）実施
継続 継続 特定対象者全員へ実施 対象者ゼロ

疾

病

予

防

職場環境の整備

年齢

個別の事業

加入者への意識づけ

疾

病

予

防

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実

施

主

対象者 実施計画
注１)

事

業

分

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 
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資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム年齢

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実

施

主

対象者 実施計画
注１)

事

業

分

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 

4
既

存
身体測定

ロコモティブシンドローム対策として、定期的

に身体能力を測定する
被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 3

各事業所毎、定期健康診断時

に実施
継続 継続 実施率100%

自分の運動機能を定期的

にチェックする事で、行動変

容が誘起される

1
既

存
健診受診勧奨

海外駐在員、被扶養者、任意継続者を中

心に健康診断の受診勧奨、データの提出を

指導

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準

対象

者

3
海外駐在員一次帰国時に受診

勧奨、被扶養者は9月
継続 継続 受診率100%

受診結果を分析する事によ

り、適切な施策が実施出来

る

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１．健保組合　　２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用　　３．健保組合と事業主との共同事業

疾

病

予

防
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